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環境水準と生産物が課税対象であるときの 

最適環境税率について *

澤 田 英 司
(初稿受付 2 0 1 3年 5 月 9 日， 

査読を経て掲載決定2 0 1 3年 6 月 2 5 日）

1 はじめに

環境被害が生じるプロセスの中で，様々な 

外部不経済を内部化するための課税政策が研 

究されてきた（本研究ではそのような租税の総 

称として環境税という言葉を使う）。特に，汚 

染排出に課税するピグー税は，非常に優れた 

性質を持つことが知られている。汚染排出が 

観察でき，経済主体に地理的な違いがあまり 

ないのであれば，適切な税率を 1 つ定めるこ 

とで，外部不経済を内部化することができる 

(P igou，1 92 0)。しかしながら，現実には，汚 

染排出の観察が難しい経済活動も数多くある 

(代表的な例として，農業生産に使用された農薬 

や肥料の流出が挙げられる）。近年の多くの環境

税の理論研究では，ピグー税の実施が難しい 

環境汚染に対する課税政策に分析の主たる焦 

点が当てられてきた（D osi and Tomasi (eds.), 
1994; Shortle et al., 1 9981 Shortle and H oran， 
2001)。

ピグー税の代替として，投入要素税 （input 
tax) •生産物税（output tax) •環境水準税（am ­
bient tax) • 環境被害税 （dam age based tax) 
の 4 つが考えられてきたが，これらの内，生産 

物税と環境水準税は一般に外部不経済を内部 

化できないことが知られている（P lo tt，1 9 6 6： 
Horan et a l.，1 99 8 )。一方で，投入要素税と 

環境被害税は適切な税設計によって外部性の 

内部化ができるものの，それぞれ適切な税率 

計算の煩雑さと適切な税率のもとでの税収が 

実際の環境被害額を大きく上回るという問題

* 本稿作成にあたり，大沼あゆみ教授（慶應義塾大学)，細田衛士教授（慶應義塾大学）と匿名の査読者 

から大変貴重なコメントを頂戴した。ここに感謝の意を記したい。なお言うまでもなく本稿に残る誤り 

は全て著者に帰するものである。
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が指摘されている（P lo tt，1966 : H olterm an， 
1976 ： C om m on， 1977 ： Herriges and Govin- 
dasamy, 1994 ： Horan et al.， 1998 ： H ansen， 
1998 ： Karp, 2 0 0 5 )。また，環境水準税と環境 

被害税は複数の経済主体の行動の結果を政策 

対象とするため，経済主体間に様々な形態の相 

互作用が生じることが指摘されている（澤田， 

2 0 1 0 )。さらに，先行研究全体として，（あく 

までピグー税の代替として考えられているので） 

汚染排出が観察できない場合に分析が眼定さ 

れていることも問題である。

以上の背景を踏まえて，本研究は，生産物 

と環境水準を課税対象とする外部不経済を内 

部化できる政策について分析を行う。本研究 

ではそのような政策として，税率メニューの 

提示を提案する。この税率メニューは，投入 

要素の種類と量に応じて税率が調整されるた 

め，税爿又が経済活動（各投入要素の投入量）に 

対して非線形となる点が特徴的である。加え 

て，税率メニューが煩雑な税率計算と税収と 

環境被害額の不一致という他の最適環境税が 

抱える問題を解決できるかどうかも本研究の 

大きな関心の 1 つである。

続く第 2 節では本研究を通じて用いられる 

経済モデルが提示される。第 3 節では，生産 

物税と環境水準税の性質について，汚染排出 

が観察できる場合とできない場合に分けて，改 

めて分析を試みる。汚染排出が観察できるな 

らば，環境水準税については外部不経済を内 

部化することができることが示される。その 

意味で，効率性という点において環境水準税 

はピグー税に劣るものではない。一方で，生 

産物税は依然として一般に外部性を内部化す

ることはできないことが示される。第 4 節で 

は，新たに，生産物と環境水準に対して税率メ 

ニューを提示する政策を提案する。適切に税 

率メニューを定めることで， 汚染排出が観察 

可能かどうかに依らず， 生産物と環境水準を 

課税対象としながら外部性を内部化すること 

ができることが示される。さらに， 適切な税 

率メニューは必ずしも全ての投入要素につい 

ての情報を必要としないことが示される。第 

5 節では， 税率メニューと予算バランスにつ 

いて分析する。ここで， 適切な税率メニュー 

のもとで， 税^又と環境被害額を一致させるこ 

とができることが示される。最後に第 6 節で 

本研究の結論についてまとめる。

2 経済モデル

労 働 パ と m 種類の汚染 Xp =  ( x p 1 . . , 
xミ3 , . .  . , xPm ) によって， n 人の経済主体 i  =  
1 , . . . , n が生産を行う経済を考える。x p は 

経済主体 i の汚染 j の投入量を表す。また， 

べクトル x p の転置べクトルを x f と表す。 

生産関数はqi =  f i  ( x li, x p ) と表され， 労働と 

汚染それぞれにっいて収穫通減を仮定する。 

p  =  P ( Q )，Q  =  P n = i q を生産物の逆需要 

関数とする。賃金率をw 1，汚染の価格べクト 

ルをw p =  ( w p1, . . . , w m ) とする。汚染排出は 

汚染べクトルによって決定し， ei =  g i ( x Pp)， 
3 g i ( x pi ) / d x pi 3 >  0 と表される。

汚染排出の一部（あるいは全て）はある特定 

の自然環境に流達することで環境被害を生じ 

させる。また， この汚染流達は， 自然要因に 

大きく依存する。 したがって， 汚染流達を自
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然要因を表す確率変数レによって次のように 

表 す ：

h i ( xミ, v ) <  ei. (1)

汚染流達関数は，d h i ( - ) / d x pj >  0 , 8 h i ( - ) / d v  
>  0 を満たすと仮定する。さらに， 本研究で 

は， 汚染排出の観察可能性と汚染流達の不確 

実性について次の仮定を置く。

仮定 1 . 汚染排出が観察できるとき， 汚染流 

達の不確実性は流達経路だけにある。このと 

き汚染流達は， 流達係数 h (レ) によって次の 

ように表される：

h i ( xミ, v )  =  k i ( v ) e i .  ⑵

最後に， 環境被害をn 人の経済主体の汚染 

流達の総和 H  =  P n=1 h i ( x i , v ) によって， 

D ( H ) と表す。本研究ではこのH を環境水準 

と呼ぶ。環境被害関数はD '  >  0， D '  く 0 を 

満たすと仮定する。

以上の前提から， 社会的最適化問題を， 社 

会の総余剰（消費者余剰と生産者余剰から環境 

被害を差し引いたもの）を最大化する労働と汚 

染を選択する問題として定式化する：

4 ，...，m a x ，..ノュ P  ( Q)d Q

- X ( w lx i  +  w px f ) -  E [ D ( H )]. (3)
i =1

一階の条件は次のとおりとなる：

p 9 f i ( x  x i )  -  w l =  0, for i  = 1 , . . . , n ,

( 4)

p f j  -  w pj -  E  ド  ] = 0 ,

for i  = 1 , . . . , n ,  an d  j  = 1 , . . . , m .  (5)

ここで， （4 ) 及 び （5) を満たす労働と汚染 

の 組 を （x * , . . . ，？，x p*，… , x pr *) ， x Fp* =
( x f * , . . .,x i m * ) と表し， 社会的最適均衡と 

呼ぶ。

3 生産物税と環境水準税の失敗

この節では， 生産物税と環境水準税の性質 

について， 汚染排出が観察できるときと， 観 

察できないときの双方について考察する。特 

に， 汚染排出についての情報によって， 先行 

研究の分析結果に変更が生じるかどうかに注 

目する。

3 . 1 生産物税

生産物 1 単位に対してくだけ課税される 

とき， 経済主体 i の問題は次のように定式化

⑴ この定式化は，X epapadeas (1997) p .1 0 を參考にした。また，本研究では不確実な環境被害を単 

純に期待値で評価している。本研究において，不確実性は，（1 5 ) の右辺第2 項の効果が生じる点で 

のみ重要となる。また，この項は環境被害の大きさが不確実であれば不確実性の評価の方法によらず 

現れるため，評価方法による分析結果への影響は少ないと考えられる。他の評価方法として，たとえ 

ば，甚大な被害が予想される環境汚染に対して，ある一定水準以上の環境被害が生じる確率を一定値 

に抑えるという制約のもとで社会厚生の最大化を考えるものがある（Lichtenberg and Zilberman, 
1988)。
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できる：

m a x(p  -  r l ) f  ( x li , x i )  -  ( w lx i  +  w px p T ).

(6)

一階の条件は次のように求められる： 

n d M 4 , x i )  w l _ q d f i (xli , x i )  =  0
p  — 兩 w  -  Ti — 兩— - u ,

(7)
p 3 f i (xli , x i )  w 3 _  q d f i (xli, xp，)

d xミ3 z d x ^3

= 0  for j  = 1 , . . . , m .  (8)

( 7 ) 及 び （8 ) より， m  + 1 本の方程式に 

よって特徴付けられるここでの主体的均衡を 

( x , x i q )，x i q =  ( x i iq , . . . , x i mq) と表す。 

⑷ と （7 )，（5 ) と （8 ) を比べると，主体的均 

衡と社会的最適均衡が一致するための条件は，

4  =  0, (9)
丁q d f i (xli , xP) E  r D/ d h i (xP , v ) '
Ti d x p3 = E  r  d x p3 .

for j  =  1 , . . . , m . (10)

それぞれ，（9) は労働についての眼界税収が 

ゼロになること，（1 0 )は汚染について眼界税収• 
が期待眼界被害と一致することを意味してい 

る。しかしながら，一般に，( 9 )と（10)を同時に 

満たすT は存在しない。なぜなら，xi* =  x lq 
を満たすような税率は，（9 ) より，Tf =  0 で 

あるが，このとき， E  D / dhH(j  = 0 でな 

い眼り（1 0 ) を満たすことはないからである。 

ここでの労働は汚染を増やさないため，単純 

に眼界生産性が賃金率と等しくなることが効 

率的となるが，生産物への課税は汚染の発生

の有無に関係なく （生産量の増加による税収の 

増加という形で）要素投入の決定に影響を与え 

る。同様に， ある汚染が社会的最適均衡の値 

に一致するように税率を設定すると， 必ず他 

の変数が社会的最適均衡から逸脱してしまう。

生産物税の失敗の原因は変数の数がm + 1  
個である一方で， 政策変数によって制御でき 

るインセンテイヴがただ1 つであるところに 

ある。 したがって， 生産物税によって社会的 

最適均衡を達成できる場合は， 投入要素の数 

がただ 1 つである場合のみである。またこの 

構造は， 汚染排出が観察できたとしても変化 

することはないため， （2) の特定化を行って 

もやはり生産物税によって社会的最適均衡を 

達成することはできない。

命題 1. 汚染排出が観察できるかどうかに依 

らず， 一般に， 生産物税によって主体的均衡 

と社会的最適均衡を一致させることはできな 

い。すなわち， （x * ,  . . . ,zJr* , x Pp*, . . . ,  x pr* ) =  
(x iq, … , x lrq, x ipq, … , x r ) を満たす ( T l , . . . ,  
r l ) は存在しない。

3 . 2 環境水準税

次に， 環境水準に対する課税について考察 

する。期待環境水準に対してぜ だけ課税さ 

れるとき， 経済主体 i の問題は次のように定 

式化できる：

m a x P f  ( x i ,  x p ) -  ( w lx i  +  w px p T ) -  tH E [ H ].

(11)

一階の条件は次のとおりとなる：
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f x x i ) -  w l =  0, 

f  气’产 ) - w p3 -  tH  E

0 for j  =  1 , . . . , m .

(12)

d h i (xレ )
d x p?

(13)

( 1 2 ) 及 び （13) より，m  + 1 本の方程式に 

よって特徴付けられるここでの主体的均衡を 

(x iH , x i H ) ，x H  =  ( x i l H , . . . , x i m H ) と表す。 

( 4 ) と （1 2 )， （5 ) と （13) を比べると，主体 

的均衡と社会的最適均衡が一致するための条 

件は，

「d h i ( x i , v )-E D / d h i ( x i , v )  
D  d x p3

H 
丁i E

for j  = 1 , . . . , m .  (14)

( 1 4 ) はぜ について次のように整理できる： 

C o v  I D / ,
tH  =  E [D /] +

E

for j  =  1 , . . . , m . (15)

汚染 j  =  1 , . . . , m によって，所与の要素投 

入による排出量や流達量だけでなく，不確実

な環境被害の確率的な構造も異なったものに 

なる。（1 5 ) の右辺第2 項は，環境被害の不確 

実性へ与える影響を，汚染間で調整するため 

の項である。制御すべき変数がm 個ある一方 

で，環境水準に対して定めることのできる税 

率はただ 1 つとなる。したがって，（15) を満 

たす税率は，生産物税と同様の理由で一般に 

存在しない。環境水準税によって社会的最適 

均衡が達成できるのは，（1 5 ) の右辺第2 項が 

全ての j について等しい場合か，（同じことだ 

が）ゼロになる場合だけである。

それでは，汚染排出が観察できるとき，（15) 
の右辺第2 項はどうなるだろうか。経済主体 

が直面する問題に変化はないが，（2) の特定 

化によって（15) を次のように書き換えるこ 

とができる：

TiH  =  E  [D1 +  C o E D k i V l . ( 1 8 )

( 1 8 )の右辺第2 項はもはや j に依存してい 

ない。汚染排出が観察できるならば不確実性 

は流達過程だけに集約されるため，不確実性 

は （投入要素間でなく）経済主体間でだけ異な 

る。 したがって，（18) を満たす環境水準税に

( 2 ) いくつかの特定化によって，CVy =  0 とすることができる。1 つは，（言うまでも
V d x i ノ

ないが）汚染の原因となる投入要素が1 種類だけの場合である。もう1 つは，環境被害関数が線形で 

ある場合⑴〃= 0 ) である。ここで，環境被害関数を次のように特定化する：

D ( H ) =  d H , d >  0.
このとき，C o v ( D ，，8 h H は次のように計算できる： V d x i ノ

C o v  „ D '  9 h ^ ；；V ) «  =  E  卜  d h i ( j

(16)

- E [D ,]E d h i ( x p , v )

d E d h i ( x p , v )
d x p3 d E d h i ( x p , v ) 

d x p3 0. (17)
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よって， 主体的均衡と社会的最適均衡を一致 

させることができる。

先行研究では， 汚染排出が観察できないと 

きのみ， ピグー税と環境水準税を比較し， 環 

境水準税を社会的最適均衡が達成できないピ 

グー税に劣る政策たと結論付けられていた。 

しかしながら， 汚染排出が観察でき， ピグー 

税と環境水準税が共に実施可能な場合で両者 

を比べると， 環境水準税はピグー税に決して 

劣らない政策である。

命題 2 . 汚染排出が観察できるとき， 適切 

な環境水準税のもとで主体的均衡と社会 

的最適均衡は一致する。すなわち ， 仮定 

1 . の も と で （1 8 ) を 満 た す ( T f  , . . . , t H  ) 
を 各 経 済 主 体 に 対 す る 環 境 水 準 の 税 率  

とするとき， （x * , . . . , x * ,  x i * , . . . ,  x i * ) =  
(x1H , . . . ,  x l H , x p H , . . . ,  x i H ) が成立する。

4 税率メニュ^一の提示

前節では，それぞれ生産物と環境7水準に対し 

て固定された税率づとぜ を適用する， （課 

税対象について）税収が線形となる政策を考 

えていた。この節では， 新たに， 労働と汚染 

の種類と量に応じて税率を調整する政策につ 

いて考察する。このとき政府は， x \ と x l に 

ついて連続微分可能である関数T ? ( x li, x p) と 

T H  ( x li , x l ) を （生産物と環境水準に対する）税 

率として採用する。

この政策は， 投入要素の種類と量に応じて

税率が 1 つ決定する税率のメニューを個別主 

体に提示することと捉えることができる。以 

降，本研究ではT i  ( xi ,  x l ) とT H  ( xi ,  x l ) を税 

率メニューと呼ぶ。

4 . 1 生産物に対する税率メニュー

生産物に対する税率メニューが提示される 

とき， 経済主体 i の問題は次のように定式化 

できる：

n ^ p  -  T f  (x i, x P ) ) f  (x i, xP)

- ( w lx i  +  w px p T ). (19)

一階の条件は次のように求められる：

p d f i  (x i ,  x l ) w l d T q  ( xi ,  x f ) f i  (x i ,  x l )
d x i  d x i

=  0 , (20)
p d f i ( x i ,  x l ) d T q ( x i , x l ) f i ( x i ,  x l )
P d x l 3 -  W  雨 -------------

=  0 for j  =  1 , . . . , m . (21)

( 2 0 ) 及 び （21) より，m  + 1 本の方程式に 

よって特徴付けられるここでの主体的均衡を 

( x M , x l M q ) ， x l Mq =  ( x l l M  q , . . . , x ” 。) 
と表す。 （4 ) と （2 0 )， （5 ) と （21) を比べる 

と， 主体的均衡と社会的最適均衡が一致する 

ための条件は，

d T q  (x i, x l ) f i (x i , x l )  =  0 (22)
d x li — u, (22)

d T q  (x i, x l ) f i (x i , x l )  =  E 「D / d h i (く , v ) ' 
d x l  3 =  E  r  d x l

for j  =  1 , . . . , m .  (23)

⑶ た と え ば ，簡単な形として，T q ( x i , x p ) =  a  i x  i 十 a p lく 1 十 … 十 a pm x pm，rT H ( x lit x p ) =  
I 3 \ x i十p p 1xP1 十-十/3pm x P m と設定する方法が考えられる。
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前 節 の （9 ) 及 び （1 0 ) と同様に，（22) は 

労働についての眼界税収がゼロとなること， 

(23) は汚染についての眼界税収が期待眼界被 

害と一致することを意味する。さらに，（22)
と （2 3 ) は次のように展開できる：

哪ま; x l )  f i ( x i ,  x l ) +  T ( x i ,  x l ) め

=  0 , (24)

虹ぬ  f i ( x li, x l )  +  T q (xi ,  x l )

E D / d h i (xP“  叶
D  d x l for j  =  1 ,

(25)

前節との違いは（2 4 ) 及 び （25) それぞれ 

に左辺第1 項が追加されたことである。生産 

物税の問題は， 政府の政策変数が生産物に対 

する税率ただ 1 つであったことであった。 し 

かしながら，ここで，^Tqd n：x p ) と时巧产、 

は投入要素ごとに調整することが可能である。 

すなわち，最終的に均衡で決定する税率は単 

一のものであるものの，税率調整によって， 

m  + 1 種類の投入要素それぞれが（24) 及び 

(25) を満たすように制御することが可能と 

なる。

命題 3 . 生産物に対する適切な税率メニ 

ュ一のもとで，主体的均衡と社会的最適 

均衡は一致する。すなわち，（2 2 ) と （23)
を満たす税率メ ( T  ( x l , x l ) , . . . ,
T q  ( x l ,  x l ) ) を各経済主体に提示するとき， 

( x ! * , . . . ,x L * , x l * , . . . ,  x l * )  =  ( x lM q，… ,
x l M q, x l M q , . . . ,  x l M q) が成立する。

を加えよう。生産物税では，（9) を満たす税 

率は必ずゼロになった（そのことが生産物税の 

失敗の一因であった）。一方，（2 4 ) については， 

， ，ベ) く 0 であるとき，正の税率で労働 

の眼界税収•をゼロにすることができる。これ 

は，汚染を生み出さない投入要素である労働 

を多く投入する企業に対して図る，税率の軽 

減措置と解釈できる。

一方で，（2 5 ) の左辺第 2 項と右辺は正の 

値をとるため， dTi{xlip' f P )は全ての符号を許 

容する。しかしながら，ゼロとなる場合には 

注意が必要である。（2 4 ) 及 び （25) を満た 

す aTi(nl，xp) と dT认3 の組を考えるとき，

ある汚染 r について dTi(l i 'rXp) =  0 であると 

す る ：

d f i (xli, く）T q ( x i , x l ) - d x l r E D / d h i ( x l , v )  
d x ^

(26)

このとき，税率メニューからその汚染を排除 

することができる。しかしながら，別の汚染S 
について同じく = 0 であるならば，

T i  (x i , x l ) d f i (xli, x l )  
d x ls E D/ d h i ( x l , v )

d x l  s
(27)

般に，（2 6 ) と （2 7 ) は同時に成立しない。 

したがって，税率メニューから排除できる汚 

染の数は高々1 つである。また，労働 は （24) 
を満たすとき，必 ず dTiが 、く 0 であった 

ため， T q  ( x l ) と税率メニューを簡素化するこ 

とはできない。

税率メニューの性質について，さらに考察 系 1. 生産物に対する適切な税率メ ニューは

ユ
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必ずメニューに労働を含む。また，ある汚染 

r が （2 6 ) を満たすのであれば，高 々 1 つの 

汚染 r をメニューから排除しても，なお適切 

な税率メニューは主体的均衡と社会的最適均 

衡を一致させることができる。

4 . 2 環境水準に対する税率メニュー

続いて，環境7水準に対する税率メニューにつ 

いて考える。環境水準に対する税率メニュー 

が提示されるとき，経済主体 i の問題は次の 

ように定式化できる：

m ax  p f  ( xi ,  x ^) -  ( w  冗も +  w x  )

- TiH (xi ,  x l ) E  [H ] . (28)

一階の条件は次のように求められる：

p d f i ( x li,  x l ) ン  d T H ( xi ,  x l )  =  0
p — d x -w  d xl ------------------- E [ H  ] =  0 ,d x i

(29)

p へpi ' W 3 ^  へト’ E [ H  ]+d x l 3 

T H ( xi ,  x l ) E

d x l
d hベxレ ）

d x T>l
for j  =  1, . . . , m . (30)

( 2 9 ) 及 び （30) より， m  + 1 本の方程式 

によって特徴付けられるここでの主体的均衡を 

(x iM H , x l MH ) , x l M H =  ( x l lMH , . . . , x l mM H) 
と表す。⑷ と （2 9 )， （5 ) と （30) を比べる 

と， 主体的均衡と社会的最適均衡が一致する 

ための条件は，

d T H  ( x i , x l )  
d x i E [ H  ] =  0, (31)

d T H  ( xi ,  x l )
d x ^ 3 E [ H  ] +  T H  (x i, x l ) E d h i (xli , v ) '

E D /
D  d x l  3

d x ^ 3
for j  =  1 , . . . , m .

(32)

前節と同じく，^ THdni；x P ) と dT^ xP)を 

投入要素ごとに調整することによってm + 1  
種類の投入要素が（3 1 ) と （32) を満たすよ 

うに制御することができる。（3 2 ) を （15) の 

形で整理すると，

T H  ( xi ,  x l )  =  E [D /] +
C o v ( D / , 叫 ( y ) )

E Ohi(x1P,v)

d T H  ( xi ,  x l )  — E  [H  ]
d x ^ 3 E dhi(xlp,v)

for j  =  1 , . . . , m . (33)

(33) の右辺第3 項 が （15) に追加されてい 

ることが分かる。社会的最適均衡では， 汚染 

ごとに異なる大きさである（33) の右辺第 2 
項が，第 3 項 の dTi (が ) によって調整され 

ることで， 右辺全体として全ての汚染につい 

て等しくなっている。

命題 4 . 環境水準に対する適切な税率メ 

ニューのもとで， 主体的均衡と社会的最適 

均衡は一致する。すなわち， （3 1 ) と （32)
を満たす税率メ (TH  (x l ,  x l ) , . . . ,

rHr ( x l  x l ) ) を各経済主体に提示するとき， 

( x 1 * , . . . ,x l* ,  < 「 .,  x l )  =  ( x lM H , . . . ,  
x lM H, x l M H, . . . , x r M H) が成立する。

( 3 1 ) は，生産物に対する税率メニューの場 

合とは異なり，単に税率メニューが労働に依

0
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存しなければよい（dT巧 : ぺ) = 0 が成立す 

ればよい）。 したがって，予め T i 1 ( x l ) と税率 

メニューから労働を排除することができる。 

また，前節と同様に，汚染にっいても，社会 

的最適均衡においてある汚染r が

视  x ? ) E 「

= E  [D/  ^ ] (34)

を満たすのであれば，そのような高々1 つの 

汚染 r を税率メニューから排除できる。

系 2 . 環境水準に対する適切な税率メ ニュー 

はメニューに労働を含まない。また，ある汚 

染 r が （3 4 ) を満たすのであれば，高々 1 つ 

の汚染 r をメニューから排除しても，なお適 

切な税率メニューは主体的均衡と社会的最適 

均衡を一致させることができる。

生産物に対する税率メニューとの違いは， 

ここでの課税対象である環境水準が労働に依 

存せず，労働は税率調整のみに影響すること 

である。このとき，税率メニューは汚染だけ 

を含むように作成すればよいため，生産物に 

対する税率メニューより簡素に設計できる。

また，系 1 と系 2 は投入要素税の抱える煩 

雑な税率計算という問題を緩和できるという 

意味で非常に重要である。投入要素税を適切 

に課すためには，全ての投入要素（本研究で 

は，労働と全ての汚染）について最適税率を計 

算し，それぞれの投入量に基づいて徴収する 

必要があった（P lo tt, 1 96 6)。一方で，税率メ 

ニューでは，高々 1 つ の （あるいは2 つの）投 

入要素を排除しても税率メニューを適切に定

めることができることから， 少なくとも全て 

の投入要素についての情報を必要とする投入 

要素税と比べれば， 実施が容易であると考え

られる。

5 税率メニューと予算バランス

前節では， 生産物と環境水準それぞれにつ 

いて適切に税率メニューを定めることで， 社 

会的最適均衡を達成できることを示した。ま 

た， この適切な税率メニューは投入要素税が 

抱える煩雑な税率計算の問題を緩和できるこ 

とを明らかにした。最後に， この節では， 先 

行研究が抱える残るもう1 つの問題である税 

収と環境被害額の不一致についても解決可能 

であるかどうか分析を行う。

環境水•準に対する税率メ ニューについて，社 

会的最適均衡で税収が環境被害額と一致する

乙  T H  (xi*,  x f  ) E [ H *] =  E  [ D ( H *)]

(35)

が成立する最も単純な状況として， 各経済主 

体からの税収がちょうど環境被害額を等分し 

た額になる場合を考える：

t H  (xi*,  x l * ) E [ H *] =  E  [ D H  ) ] . (36)

環境水準に対する税率メ ニューのもとで主 

体的均衡と社会的最適均衡が一致する条件で 

あ る （33) は， （36) が成立することを前提と 

すると， 次のように整理できる：
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d T H  ( xi ,  x l )  
d x ^ 3

E dhi(xp û)

E [ H  ] E [D /]

+
C o v  [ d !, dhf ,广

E dhi (Xp v̂)
E  [ D ( H *)] 

n E  [H  *]

37)

(3 7) は i  = 1 , . . . , n  と j  = 1 , … ，m  につ 

いて成立しなければならないが，肝せ产、 

は経済主体ごと，汚染ごとに決めることがで 

きるため，n  x  m 個の条件それぞれが成立す 

るように d T i 、が ) の大きさを選ぶことがで 

きる。同様のことが，生産物に対する税率メ 

ニューについても成立する。

命題 5 . 生産物と環境水準に対する適切な税 

率メニューのもとで，均衡での税収と環境被 

害額を一致させることができる。すなわち， 

税率メニュー ( T 1 ( x { ,  x f ) , . . . ,  T l  ( x l ,  x l ))あ 

るいは（TH  (x l ,  x l ) , … , T H  ( x ln , x l ))のもと 

で，均衡において p = i  T q  (xi ,  x l  ) f  ( x i , x l ) =  
E  [ D ( H )]あるいは E l = i T i  ( xi ,  x l ) E [ H  ] =  
E  [ D ( H ) ] が成立するように，

/ dTi  (xi，xp) dTi  (x\，T) dTi  (x\ ぺJ  « あるI ^ ddXi , ^ dnfi^ ^ ^ ノのっ

い は (吨 ぎ , … ， を選ぶこと 

ができる。

系 1 と系2 において，適切な税率メニュー 

は必ずしも全ての汚染についての情報を必要 

としないことを確認した。命題 5 では適切な 

税率メ ニューのもとで予算バランスが達成可 

能であることを確認した。それでは，税率メ 

ニューは煩雑な税率計算と予算バランスの問

題を同時に解決できるだろうか。

環境水準に対する税率メニューについて考 

えよう（生産物に対する税率メニューについても同 

様の議論が可能である）。適切な税率メ ニューが 

必ずしも全ての汚染の情報を必要としない理由 

は，m 個の汚染をm 個の税率調整d T i、ず 、 

と税率甘 ( x i ,  x l ) の合わせてm  + 1 個によっ 

て制御するからであった。しかしながら，税収• 
をある目標値に固定してしまうとき，（36) よ 

り 税 率 が に 固 定 さ れ て し ま う 。こ 

のとき政策決定者が自由に決定できるものは 

m 個 の 税 率 調 整 だ け と な る 。 した 

がって，このとき適切な税率メニューは全て 

の汚染の情報を必要とする。反対に，煩雑な 

税率計算の緩和を優先するとき，税 率 が （36) 
を満たしているとは眼らないため，予算バラ 

ンスが達成される保証はない。2 つの問題を 

同時に解決できるのは，（37) の右辺がゼロに 

なる場合，すなわち，（36) という制約下にお 

いて，主体的均衡と社会的最適均衡を一致させ 

るような税率調整がゼロとなる場合だけであ 

る。仮定より ^ ^ 3  >  0 であるので，（37) 
の右辺がゼロとなるためには，

E  [D /] +
C o v t  D f ,

E Ohi(x^, v)

0

E  [ D ( H *)] 
n E [ H  *]

(38)

が成立しなければならない。 しかしながら 

( 3 8 ) は一般に成立するとは限らない。また， 

( 3 8 ) の左辺第 2 項が異なる j の間で等しい 

か C o v  { d / , 他， 、〉= 0 でない眼り，成 

立するとしても高々1 つの汚染についてのみ
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である。

系 3 . —般に，適切な税率メニューは煩雑な 

税率計算の緩和と予算バランスの両方を達成 

することはできない。そのようなことが可能 

となるのは，唯一，（38) が成立するときのみ 

である。

6 おわりに

本研究では，生産物税と環境水準税のもと 

で外部不経済を内部化する，様々な政策にっ 

いて考察を行った。先ず，汚染排出が観察で 

きるとき，環境水準税は外部不経済を内部化 

できることが明らかとなった。H oran et al. 
( 1 9 9 8 )は，S egerson  (1988) が提案した環境 

水準税は一般に外部不経済を内部化できない 

と結言命付けた。 しかしながら，（汚染排出が観 

察できないならば，当然ピグー税は実施できない 

ので）適切な課税に共に汚染排出という情報 

を必要とする点で，ピグー税と環境水準税は 

一方が他に劣るとは言えない。

次に，汚染排出が観察できないとき，生産物 

と環境水準それぞれに対する税率メニューを 

適切に定めることで，外部不経済を内部化でき 

ることが明らかとなった。この方法は，高々 

1 っの投入要素を排除しても税率メ  ニューを 

適切に定めることができることから，少なく 

とも全ての投入要素にっいての情報を必要と 

する投入要素税と比べれば，実施が容易であ 

ると考えられる。また，実際の被害額より大 

きな税収を必要とすることが問題であった環 

境被害税と異なり，税収と環境被害額が一致

する予算バランスの達成が可能であることが 

明らかとなった。 しかしながら，これら煩雑 

な税率計算の緩和と税収のバランスの達成は 

トレード • オフの関係にあり，一般に両方を 

同時に解決することは難しいことも明らかと 

なった。政策決定者はこのトレード•オフに 

注意しながら税率メニューを設計する必要が 

ある。また，両方の問題を同時に解決できる 

政策設計が研究課題として残される。

(C R E S T研究員 • 
早稲田大学理工学研究所招聘研究員）
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